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有利になると考えられる。半面、撮影画像の地上投影形

状が進行方向に広がる台形に変形し、画像前方ほど画

素当たりの密度が小さくなり、特徴点の形状自体も変形

することから、画像間のマッチングに不利になると考えら

れる。このトレードオフの関係が、天底角の大きさと鉛直

精度が比例しない可能性のひとつと考えられるが、今後

の検証項目としたい。 

今回の対象領域では、検証した各高度において天底

角20°以上の斜め往復撮影であれば、鉛直精度50mm

の安定的な確保が確認できた。 

 
§４. まとめ 

「斜め往復撮影」は、自己定位型UAVによる外部標定

要素推定の高精度化と併せて、斜め向き重畳画像セッ

トにより内部標定要素の内、奥行き方向のスケールを高

精度に推定し、標定点を不要とした造成地等の土工を

対象とする空中写真測量手法である。その特徴を以下

に示す。 

① 従来の鉛直直下向き撮影の飛行経路はそのまま

にカメラを進行方向に傾けることで、多様性飛行

撮影画像セットを取得できる。 

② 斜め往復撮影画像セットのSfM解析により、鉛直

成分の誤推定が大幅に抑制できる。 

③ 従来の鉛直直下向き撮影での地上画素寸法

GSD20mm/pixelに相当する高度からの斜め往復

撮影でも、i-Constructionの出来形計測要求精度

に相当する50mmの計測が標定点不要で達成可

能である。 

標定点が不要となり飛行撮影前の準備工程が大幅に

軽減されることは、運用上大きなメリットである。また、この

特徴を活かして、人の立ち入りが困難な場所での測量、

例えば近年頻発する災害発生時の初動調査への展開

が期待できる。 

一方、本手法では、従来標定点や調整点に依存して

いた位置精度の確保が、撮影画像の情報のみとなる。こ

れまで検証実験、運用において、裸地が多くを占める造

成地では良好な位置精度を得ているが、計測対象の植

生被覆などの地表面状況、撮影画像の質等の状況に

大きく依存することに留意が必要である。また、これまで

の蓄積データの検証では、従来標準設定で行われるこ

との多かったSfM解析において、解析画像サイズ、抽出

する特徴点数、推定する内部標定要素の種類等解析

設定の変更が精度に大きく影響4)することが明らかにな

っている。計測対象の状況に大きく依存する本手法が、

より安定して精度を確保するために適した解析設定につ

いて継続して詳細検討を行う予定である。 

現在、本手法は、主に造成現場での着工前等の現況

測量、土量変化率の把握による土配計画での運用、及

び検証実験により、事例を蓄積しているところである。今

後は、斜め向き撮影で光軸が傾くことによる飛行高度と

地上画素寸法、オーバーラップ率の関係を明確にして

ICT基準類との整合性を図ることや、カメラ角度等撮影

条件の最適化を行い、現場の生産性向上に資する技術

として発展させていく所存である。 

 

 

図6 斜め往復撮影手法 概念図 
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工法（杭引抜き孔の再生改良工法）の開発
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概 要 

 
近年、建物の建替えに伴う新設杭と既存杭の干渉により、既存杭を引き抜き、その撤去孔を埋め戻す工事が増えて

きている。このような引き抜き後の撤去孔は流動化処理土やセメントミルクで埋め戻すのが一般的である。しかし既存杭

の撤去孔の処理に関して定められた基準がなく、適切な埋戻し処理がなされなかった場合、周辺地盤と比較して極端

に軟弱な部分や硬い部分が地中に造成され、新設杭の施工時に孔曲がりによる再施工などトラブルが起こりやすい。 
筆者らはこうしたトラブルを未然に防ぎ、新設杭の施工をスムーズに実施するため、孔底に堆積した軟弱土（以下、

孔底堆積土と称する）に改良体の体積を補う砂（以下、体積調整砂と称する）と固化材スラリーを加えて撹拌混合し、均

質な改良体で既存杭の撤去孔を埋め戻す工法（FUNC-RES 工法）を開発した。本稿では FUNC-RES 工法の概要

と、新たに開発した撹拌装置による実験工事の結果について報告する。 
 
 
Development of regeneration method for removed existing pile holes (FUNC-RES method) 

 
Abstract 

 
In recent years, there has been an increase in construction work where removed existing piles need to be backfilled 

because of the interference between new piles and existing piles due to rebuilding. In such cases, the removal holes 
are usually backfilled by cement-milk or fluidized soil with cement. However, there is so far no established standard 
for the treatment of backfilling holes, and if they are not processed properly, there will be some soft or hard areas 
compared to the surrounding ground. Consequently, problems such as construction delays are likely to occur through 
building new piles. 

In order to prevent such problems, we have developed a new construction method called “FUNC-RES 
method” by mixing the mud-soil deposited in the hole, sand for volume increase, and cement slurry on site. 
In this paper, we explain an outline of the FUNC-RES method, the newly developed stirrer, and the results 
of experimental construction work including full-scale experiments using real piles.

キーワード： 杭撤去孔埋戻し、地盤改良、一軸
圧縮強さ、孔曲がり 
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§１．はじめに

近年、建物の建替えに伴う新設杭と既存杭の干渉により、

既存杭を引抜き、その撤去孔を埋戻す工事が増えてきてい

る。しかし既存杭の撤去孔の処理に関して定められた基準

がなく、引抜き後の処理が不十分な場合はその後の新設杭

の施工時に孔曲がりによる再施工などトラブルが起こりやす

い 1)。 
筆者らはこうしたトラブルを未然に防ぎ、新設杭の施工を

スムーズに実施するため、孔底に堆積した軟弱土（以下、

孔底堆積土と称する）に改良体の体積を補う砂（以下、体積

調整砂と称する）と固化材スラリーを加えて撹拌混合し、均

質な改良体で既存杭の撤去孔を埋め戻す工法（FUNC-
RES工法）を開発した 2)、3)。本稿では FUNC-RES工法の
概要と、新たに開発した撹拌装置による実験工事の結果に

ついて報告する。 

§２．撤去孔埋戻し不良による問題点

建物撤去後の地中に存置された既存杭を縁切・引抜工法

で撤去する場合、撤去孔の埋戻しには流動化処理土や固

化材スラリーを用いるのが一般的である。しかし図 1に示す
ように、ケーシングによる縁切り過程で泥土化した孔底堆積

土は撤去孔下部に堆積し、孔口から供給された流動化処

理土とは混合されない。また、トレミー管を用いて底部から

流動化処理土や固化材スラリーを打設しても上層･下層が

入れ替わるだけで孔底堆積土が混合されない点では同様

である。 
このように 2 層化した埋戻し材料をエアーブローやスパイ
ラルオーガを用いて撹拌を試みた事例があるが、いずれも

良好な結果は得られていない 4)。このような撤去孔の孔底

堆積土の部分は周辺地盤と比較して強度が低く、固化材ス

ラリーが硬化した部分は高くなる。そのため図 2 に示すよう
に、新設杭孔を削孔する際にスパイラルオーガ先端が軟弱

部方向に引き込まれる現象、あるいは強度が高い部分から

逃げてしまい、計画通りに掘削できない現象、いわゆる孔

曲がりが生じ易くなる。 
孔曲がりが生じるとその都度修正掘削が必要になるため

計画通りに工事が進捗せず、他工事の工程にも大きな影響

をおよぼす可能性がある。また、たとえ修正掘削により削孔

を完了したとしても、計画以上の断面形状になるほか、埋戻

し部の強度が不十分な場合、新設杭の掘削時に埋戻し部

の孔壁の崩壊の可能性がある。 
このような手戻り作業による工期の延長や資源の浪費を

避けるために、均質で適度な強度を持つ改良土で既存杭

撤去孔を埋め戻すことが重要である。 

§３．新たに開発した撹拌装置

このような背景を踏まえ、筆者らは孔底堆積土と後述する

体積調整砂、固化材スラリーを効率的に撹拌混合する装置

を新たに製作し、均質な改良体で撤去孔を埋め戻す工法

（FUNC-RES工法）を開発した。 
撹拌装置は図 3 に示すように先端から固化材スラリーを
吐出できる撹拌機と既存杭撤去時に使用するケーシングと

撹拌機を接続するアダプター部分からなる。アダプターは

ケーシングの回転力を撹拌翼の中心軸へ伝達する機構と、

ケーシング外周に設置された注入管を掘削翼先端へ接続

する機構を兼ねている。既存杭を撤去する際に用いられる

ケーシングは施工会社が独自に製作して使用している場合

が多く、その接続部分の形状仕様は統一されていない。ま

た、その径は撤去対象となる杭径によって様々な種類があ

るが、本撹拌装置は使用するケーシングに合わせてアダプ

ター部分のみを交換することにより容易に撹拌機を接続出

来るため、汎用性に優れている。 

図 1 従来の既存杭撤去孔の埋め戻し方法 

図 2 新設杭打設時のトラブル事例 

図 3 新たに開発した撹拌装置 
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撹拌機は撹拌翼、固定翼、先端に固化材スラリー吐出口

を備えた掘削翼からなり、ケーシングが回転すると撹拌翼と

掘削翼は連動して回転する。一方、孔壁に食い込んだドラ

ム回転防止板によりドラム部分と固定翼は回転しない。この

構造により、ケーシングを正転あるいは逆転させながら撹拌

する際、撹拌機先端部分で固化材スラリーを添加された撹

拌対象土はドラム内を通過する時に撹拌翼と固定翼により

細断されるため、塊状の粘性土でも効率良く撹拌混合する

ことが可能である。 

§４．ＦＵＮＣ－ＲＥＳ工法の概要

工法の施工手順

FUNC-RES工法の施工手順を図 4に示す。 
① 既存杭にケーシングを被せて掘削し縁切りする。

② ワイヤーを掛けて既存杭を引抜く。杭長が長く、切断

しながら撤去する場合、コンクリート塊などが撤去孔に

落下しないよう養生する。

③ 撤去孔に体積調整砂を投入する。

④ ケーシングの先端を撹拌装置に交換し固化材スラリー

を注入しながら複数回反復し撹拌混合する。改良体

長が長い場合には複数層に分けて下層部から上層部

へ順次撹拌混合する。

⑤ 改良体の上端を改良土等で埋戻す。

体積調整砂の算定

図 5に既存杭を縁切･引抜工法で撤去した場合の撤去孔
の概念図を示す。既存杭の杭周ソイルを含めた径をDS、引

抜き時に使用するケーシングの突起部分を含めた外径を

Dk、撤去する既存杭長を L、築造する改良体長を H とした

場合、築造する改良体の体積Vは 
V= Dk2×H×π/4 
となる。また、孔底堆積土の体積Vsは、Dkと Dsの間の土

（図では赤い斜線部）が既存杭に付着して孔外に排出され

ずに孔内に堆積したものと仮定すれば 
Vs= Dk2×H×π/4－Ds2×L×π/4 
となり、杭周ソイルを含めた既存杭の体積分だけ孔内の

土量が減少する。そのため、固化材スラリーを添加すること

による体積増加を見込んでも、孔底堆積土のみを原土とす

る改良体で撤去孔全体を充填することは困難だと考えられ

る。 
そこで本工法では不足する原土を補うために、孔底堆積

土に体積調整砂を加えて固化材スラリーと撹拌混合して改

良体を築造する。通常、既存杭撤去後の孔内は孔壁の保

護のため水で満たされており、孔底堆積土と体積調整砂を

合わせた撹拌対象土はほぼ飽和状態にあると考えられるの

で、撹拌対象土体積＋固化材スラリー体積＝改良体体積と

なる。体積調整砂の体積をVa、撹拌対象土1m3当たりに添

加する固化材スラリー量をΔVSL=αℓ/m3とおけば、 
（Vs+Va）×（1＋α/1000）=Dk2×H×π/4 
より、必要な体積調整砂の体積Vaは 
Va=Ds2×L×π/4－Dk2×H×π/4×｛α/（α＋1000）｝ 
となる。 

固化材添加量の設定

通常の地盤改良工事では事前に配合試験を実施し、目

標強度に応じて固化材添加量を決定するのが一般的であ

る。しかし本工法の適用対象となる工事では事前に撹拌対

象土を入手することが極めて困難なので、対象現場毎に配

合試験を実施して固化材添加量を決定することは現実的で

はない。また、固化材スラリー添加量を固定することで体積

調整砂の算定方法が簡易になるため、本工法では固化材

添加量と水/固化材比は一定として施工することを前提とし
ている。 

図 4 FUNC-RES工法の手順 

図 5 縁切・引抜工法による撤去孔の概念 
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§１．はじめに

近年、建物の建替えに伴う新設杭と既存杭の干渉により、

既存杭を引抜き、その撤去孔を埋戻す工事が増えてきてい

る。しかし既存杭の撤去孔の処理に関して定められた基準

がなく、引抜き後の処理が不十分な場合はその後の新設杭

の施工時に孔曲がりによる再施工などトラブルが起こりやす

い 1)。 
筆者らはこうしたトラブルを未然に防ぎ、新設杭の施工を

スムーズに実施するため、孔底に堆積した軟弱土（以下、

孔底堆積土と称する）に改良体の体積を補う砂（以下、体積

調整砂と称する）と固化材スラリーを加えて撹拌混合し、均

質な改良体で既存杭の撤去孔を埋め戻す工法（FUNC-
RES工法）を開発した 2)、3)。本稿では FUNC-RES工法の
概要と、新たに開発した撹拌装置による実験工事の結果に

ついて報告する。 

§２．撤去孔埋戻し不良による問題点

建物撤去後の地中に存置された既存杭を縁切・引抜工法

で撤去する場合、撤去孔の埋戻しには流動化処理土や固

化材スラリーを用いるのが一般的である。しかし図 1に示す
ように、ケーシングによる縁切り過程で泥土化した孔底堆積

土は撤去孔下部に堆積し、孔口から供給された流動化処

理土とは混合されない。また、トレミー管を用いて底部から

流動化処理土や固化材スラリーを打設しても上層･下層が

入れ替わるだけで孔底堆積土が混合されない点では同様

である。 
このように 2 層化した埋戻し材料をエアーブローやスパイ
ラルオーガを用いて撹拌を試みた事例があるが、いずれも

良好な結果は得られていない 4)。このような撤去孔の孔底

堆積土の部分は周辺地盤と比較して強度が低く、固化材ス

ラリーが硬化した部分は高くなる。そのため図 2 に示すよう
に、新設杭孔を削孔する際にスパイラルオーガ先端が軟弱

部方向に引き込まれる現象、あるいは強度が高い部分から

逃げてしまい、計画通りに掘削できない現象、いわゆる孔

曲がりが生じ易くなる。 
孔曲がりが生じるとその都度修正掘削が必要になるため

計画通りに工事が進捗せず、他工事の工程にも大きな影響

をおよぼす可能性がある。また、たとえ修正掘削により削孔

を完了したとしても、計画以上の断面形状になるほか、埋戻

し部の強度が不十分な場合、新設杭の掘削時に埋戻し部

の孔壁の崩壊の可能性がある。 
このような手戻り作業による工期の延長や資源の浪費を

避けるために、均質で適度な強度を持つ改良土で既存杭

撤去孔を埋め戻すことが重要である。 

§３．新たに開発した撹拌装置

このような背景を踏まえ、筆者らは孔底堆積土と後述する

体積調整砂、固化材スラリーを効率的に撹拌混合する装置

を新たに製作し、均質な改良体で撤去孔を埋め戻す工法

（FUNC-RES工法）を開発した。 
撹拌装置は図 3 に示すように先端から固化材スラリーを
吐出できる撹拌機と既存杭撤去時に使用するケーシングと

撹拌機を接続するアダプター部分からなる。アダプターは

ケーシングの回転力を撹拌翼の中心軸へ伝達する機構と、

ケーシング外周に設置された注入管を掘削翼先端へ接続

する機構を兼ねている。既存杭を撤去する際に用いられる

ケーシングは施工会社が独自に製作して使用している場合

が多く、その接続部分の形状仕様は統一されていない。ま

た、その径は撤去対象となる杭径によって様々な種類があ

るが、本撹拌装置は使用するケーシングに合わせてアダプ

ター部分のみを交換することにより容易に撹拌機を接続出

来るため、汎用性に優れている。 

図 1 従来の既存杭撤去孔の埋め戻し方法 

図 2 新設杭打設時のトラブル事例 

図 3 新たに開発した撹拌装置 
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撹拌機は撹拌翼、固定翼、先端に固化材スラリー吐出口

を備えた掘削翼からなり、ケーシングが回転すると撹拌翼と

掘削翼は連動して回転する。一方、孔壁に食い込んだドラ

ム回転防止板によりドラム部分と固定翼は回転しない。この

構造により、ケーシングを正転あるいは逆転させながら撹拌

する際、撹拌機先端部分で固化材スラリーを添加された撹

拌対象土はドラム内を通過する時に撹拌翼と固定翼により

細断されるため、塊状の粘性土でも効率良く撹拌混合する

ことが可能である。 

§４．ＦＵＮＣ－ＲＥＳ工法の概要

工法の施工手順

FUNC-RES工法の施工手順を図 4に示す。 
① 既存杭にケーシングを被せて掘削し縁切りする。

② ワイヤーを掛けて既存杭を引抜く。杭長が長く、切断

しながら撤去する場合、コンクリート塊などが撤去孔に

落下しないよう養生する。

③ 撤去孔に体積調整砂を投入する。

④ ケーシングの先端を撹拌装置に交換し固化材スラリー

を注入しながら複数回反復し撹拌混合する。改良体

長が長い場合には複数層に分けて下層部から上層部

へ順次撹拌混合する。

⑤ 改良体の上端を改良土等で埋戻す。

体積調整砂の算定

図 5に既存杭を縁切･引抜工法で撤去した場合の撤去孔
の概念図を示す。既存杭の杭周ソイルを含めた径をDS、引

抜き時に使用するケーシングの突起部分を含めた外径を

Dk、撤去する既存杭長を L、築造する改良体長を H とした

場合、築造する改良体の体積Vは 
V= Dk2×H×π/4 
となる。また、孔底堆積土の体積Vsは、Dkと Dsの間の土

（図では赤い斜線部）が既存杭に付着して孔外に排出され

ずに孔内に堆積したものと仮定すれば 
Vs= Dk2×H×π/4－Ds2×L×π/4 
となり、杭周ソイルを含めた既存杭の体積分だけ孔内の

土量が減少する。そのため、固化材スラリーを添加すること

による体積増加を見込んでも、孔底堆積土のみを原土とす

る改良体で撤去孔全体を充填することは困難だと考えられ

る。 
そこで本工法では不足する原土を補うために、孔底堆積

土に体積調整砂を加えて固化材スラリーと撹拌混合して改

良体を築造する。通常、既存杭撤去後の孔内は孔壁の保

護のため水で満たされており、孔底堆積土と体積調整砂を

合わせた撹拌対象土はほぼ飽和状態にあると考えられるの

で、撹拌対象土体積＋固化材スラリー体積＝改良体体積と

なる。体積調整砂の体積をVa、撹拌対象土1m3当たりに添

加する固化材スラリー量をΔVSL=αℓ/m3とおけば、 
（Vs+Va）×（1＋α/1000）=Dk2×H×π/4 
より、必要な体積調整砂の体積Vaは 
Va=Ds2×L×π/4－Dk2×H×π/4×｛α/（α＋1000）｝ 
となる。 

固化材添加量の設定

通常の地盤改良工事では事前に配合試験を実施し、目

標強度に応じて固化材添加量を決定するのが一般的であ

る。しかし本工法の適用対象となる工事では事前に撹拌対

象土を入手することが極めて困難なので、対象現場毎に配

合試験を実施して固化材添加量を決定することは現実的で

はない。また、固化材スラリー添加量を固定することで体積

調整砂の算定方法が簡易になるため、本工法では固化材

添加量と水/固化材比は一定として施工することを前提とし
ている。 

図 4 FUNC-RES工法の手順 

図 5 縁切・引抜工法による撤去孔の概念 
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§５．プレ撹拌施工実験

プレ撹拌施工実験の概要

プレ撹拌施工実験は既存杭の引抜き孔を模擬した試験

孔を使用して実施した。まず直径 1.0m のオーガを用いて

Ｎ値 2～4 程度の粘性土地盤を深さ 6.0m まで掘削し、内

部の粘性土を完全に排出した。次に試験孔に所定量の水

を注水した後、火山灰質粘性土（以下、筑西粘土と称する）、

砂（以下、岩瀬砂と称する）あるいは両者を体積比で 1：1.0
に混合した混合土（以下、混合土と称する）を模擬孔底堆積

土として投入した。図 6 に筑西粘土、岩瀬砂、混合土の粒
度曲線を示す。なお、プレ撹拌施工実験では前述の通り、

模擬孔底堆積土の種類によらず固化材添加量：Δ

Mc=200kg/m3、水/固化材比：W/C=100%、固化材スラリ
ー添加量：ΔVSL=264ℓ/m3は一定として実施した。 
プレ撹拌施工実験の概要を図 7 に示す。対象とした模擬
孔底堆積土は岩瀬砂単体、筑西粘土単体、体積比で 1：
1.0 の岩瀬砂と筑西粘土を事前混合した混合土（混合）と、
試験孔にまず岩瀬砂を投入し後から同体積の筑西粘土を

投入した混合土（2 層）の 4 種類として実施した。表 1 上段
に実験条件を示す。ドラム回転防止板は開発当初、掘進時

に抵抗にならないようにその径方向先端が突起部を含むケ

ーシング外径の内側に収まるように設計したが（防止板：

小）、防止板が孔壁に触れずドラム部分の回転阻止力が不

十分であったため、先端をケーシング径よりも外側に出し孔

壁に食い込ませるように改良した（防止板：大）。また羽根切

回数 N（回／m）とは撹拌の程度を表す指数で以下の式で
与えられる。 

N＝n×r×{(1/s1＋1/s2×(R×2-1)} 
n：撹拌翼＋掘削翼の枚数（枚） 
r：オーガ回転数（回／分） 
s1、s2：掘進速度および反復速度（m／分） 
R：反復回数（回） 

プレ撹拌施工実験改良体の強度特性

プレ撹拌施工実験終了後、約1ヶ月の養生期間をおいて
ボーリングによりそれぞれの改良体全長からコア試料を採

取し、各改良体について深度 1m ごとに 3 本、計 18 本の
供試体を整形して一軸圧縮試験を実施した。表 1下段にそ
れぞれの改良体の平均一軸圧縮強さと標準偏差、変動係

数を示す（供試体数はそれぞれ 18本）。 
岩瀬砂単体のため撹拌は容易であろうと想定した P-1 は、
施工速度を重視し羽根切回数が極端に少ない条件とした

が、深度2mまでの平均一軸圧縮強さが 1,695kN/m2に対

して、2m 以深の平均一軸圧縮強さが 202kN/m2 と、変動

係数が突出して大きいことから十分な撹拌が出来なかった

と考えられる。 
一方で撹拌が最も困難であろうと予想された塊状の粘土

の場合、平均一軸圧縮強さや変動係数の傾向から、ドラム

回転防止板が小さい P-4 ではドラムおよび固定翼の共回り
が生じて撹拌が不十分であったのに対し、防止板が大きい

P-9では共回りが生じず良好な撹拌がなされたと考えられる。 
また、P-6～P-8は同量の筑西粘土と岩瀬砂を使用してい
るため、全体の粒度は同様と想定される改良体であるが、

同じ 2層地盤なら羽根切回数が多い方が、また 2層地盤よ
りも事前混合土の方が、より撹拌されやすいため発現強度

が大きくなったと考えられる。 
以上の結果から対象土質によらず羽根切回数 N≧528
回では良好な撹拌混合が実施できたと考えられる。 
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図 6 プレ撹拌施工実験に使用した試料の粒度曲線 

図 7 プレ撹拌施工実験の手順 

表 1 プレ撹拌施工実験の条件と改良体の強度とばらつき 

試験名 P-1 P-4 P-9 P-6 P-7 P-8

模擬孔底堆積土 岩瀬砂
混合土
（混合）

ドラム回転防止板 大 小 大 小 大 大

羽根切回数(回/m) 132 1056 1056 1056 528 1584
平均q u (kN/m

2) 700 615 1037 1326 486 954

標準偏差(kN/m2) 1013 551 361 242 226 435
変動係数 1.449 0.832 0.348 0.183 0.465 0.456
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§６．実大撹拌施工実験

実大撹拌施工実験の概要

プレ撹拌施工実験の結果を踏まえて、より実施工に近い

条件で撹拌性能を検証するために、実際の既製杭を使っ

た実大撹拌施工実験を実施し、コア試料による改良体の一

軸圧縮試験と孔曲がり実験を実施した。本実験では予め打

設した杭径 500mm（杭周ソイル径 650mm）、杭長 30mの

既製コンクリート杭を縁切･引抜工法で引抜き、所定の体積

調整砂を投入して撹拌混合を実施した。 
実験工事に先立ち対象地盤のボーリング調査を行い、採

取したコア試料と体積調整砂を想定される体積比で混合し

た想定撹拌対象土の配合試験を実施した。その結果とプレ

施工実験の結果を踏まえ、qu≧200kN/m2を改良体の目標

強度として固化材添加量：ΔMC、水/固化材比：W/C は表

2のように設定した。 
実大撹拌施工実験では体積調整砂の投入量を統一する

ためΔVSL=200ℓ/m3 は一定とし、そのため W/C はΔMC
に応じて変更した。また、RP-2 については下層部分と上層
部分で固化材添加量を変更したが、これは撹拌されて流動

化した未固結の改良土が沈降して硬化する際に、下層部

分の改良体は構成する土粒子の平均粒径が大きくなり、加

えて圧密効果で密度が増大するため発現強度が大きくなる

と予測したためである。改良体全体に加える固化材量は

RP-1と同一で掘進および反転速度で固化材添加量を調整
したため、下層部分は固化材添加量と羽根切回数が上層

部分の半分としている。 

改良体の強度特性

図8は各改良体を築造後、約1ヶ月の養生期間を置いて
採取したコア試料による一軸圧縮強さの深度分布を示した

もので、図中の数字は上層あるいは下層部分の平均一軸

圧縮強さを示している。この図から各改良体とも予測に反し

て改良体下層部分の強度が上層部分よりも小さいことが分

かる。いずれも下層部の供試体の方が湿潤密度は大きく、

含水比は低かったことから、強度が低いのは固化材添加量

が想定より少なかったためと考えられる。その原因として固

化材スラリー密度が孔内の泥水密度よりも小さく、撹拌混合

時に泥水中を浮上して孔口から溢れた泥水と共に流失した

ためと考えられる。 

実大撹拌施工実験での孔曲がり実験

コア試料採取後の各改良体について実施した孔曲がり試

験手順の概要を図 9 に、掘削孔の平面図と傾斜値の算出
方法を図10に示す。図に示すように、各改良体についてラ
ップ部分が大きい掘削孔A と小さい掘削孔Bの 2種類の 

 

 

 

掘削孔を深度-35mまでスパイラルオーガで削孔した。なお、
削孔にあたっては通常の施工時と同様、適宜反復による修

正掘削を実施した。その後、孔内に浮遊している粗い土粒

子を沈降させ、超音波測量にて改良体側孔壁とその反対

側孔壁の位置を連続的に計測した。それらのデータを基に

深度 5mごとに掘削孔の中心位置を推定し、掘削孔の傾斜

値を算定した。 
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固化材添加量 (kg/m3) 75 100 50 100
水/固化材比 (%) 235 235 235 168

掘進･反復速度 (m/分) 1.0 1.0 2.0 1.0
羽根切回数 (回/m) 528 528 268 528

RP-2
改良体名

表 2 実大撹拌施工実験の条件 

図 8 改良体の一軸圧縮強さの深度分布 

図 9 孔曲がり実験の手順 
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§５．プレ撹拌施工実験

プレ撹拌施工実験の概要

プレ撹拌施工実験は既存杭の引抜き孔を模擬した試験

孔を使用して実施した。まず直径 1.0m のオーガを用いて

Ｎ値 2～4 程度の粘性土地盤を深さ 6.0m まで掘削し、内

部の粘性土を完全に排出した。次に試験孔に所定量の水

を注水した後、火山灰質粘性土（以下、筑西粘土と称する）、

砂（以下、岩瀬砂と称する）あるいは両者を体積比で 1：1.0
に混合した混合土（以下、混合土と称する）を模擬孔底堆積

土として投入した。図 6 に筑西粘土、岩瀬砂、混合土の粒
度曲線を示す。なお、プレ撹拌施工実験では前述の通り、

模擬孔底堆積土の種類によらず固化材添加量：Δ

Mc=200kg/m3、水/固化材比：W/C=100%、固化材スラリ
ー添加量：ΔVSL=264ℓ/m3は一定として実施した。 
プレ撹拌施工実験の概要を図 7 に示す。対象とした模擬
孔底堆積土は岩瀬砂単体、筑西粘土単体、体積比で 1：
1.0 の岩瀬砂と筑西粘土を事前混合した混合土（混合）と、
試験孔にまず岩瀬砂を投入し後から同体積の筑西粘土を

投入した混合土（2 層）の 4 種類として実施した。表 1 上段
に実験条件を示す。ドラム回転防止板は開発当初、掘進時

に抵抗にならないようにその径方向先端が突起部を含むケ

ーシング外径の内側に収まるように設計したが（防止板：

小）、防止板が孔壁に触れずドラム部分の回転阻止力が不

十分であったため、先端をケーシング径よりも外側に出し孔

壁に食い込ませるように改良した（防止板：大）。また羽根切

回数 N（回／m）とは撹拌の程度を表す指数で以下の式で
与えられる。 

N＝n×r×{(1/s1＋1/s2×(R×2-1)} 
n：撹拌翼＋掘削翼の枚数（枚） 
r：オーガ回転数（回／分） 
s1、s2：掘進速度および反復速度（m／分） 
R：反復回数（回） 

プレ撹拌施工実験改良体の強度特性

プレ撹拌施工実験終了後、約1ヶ月の養生期間をおいて
ボーリングによりそれぞれの改良体全長からコア試料を採

取し、各改良体について深度 1m ごとに 3 本、計 18 本の
供試体を整形して一軸圧縮試験を実施した。表 1下段にそ
れぞれの改良体の平均一軸圧縮強さと標準偏差、変動係

数を示す（供試体数はそれぞれ 18本）。 
岩瀬砂単体のため撹拌は容易であろうと想定した P-1 は、
施工速度を重視し羽根切回数が極端に少ない条件とした

が、深度2mまでの平均一軸圧縮強さが 1,695kN/m2に対

して、2m 以深の平均一軸圧縮強さが 202kN/m2 と、変動

係数が突出して大きいことから十分な撹拌が出来なかった

と考えられる。 
一方で撹拌が最も困難であろうと予想された塊状の粘土

の場合、平均一軸圧縮強さや変動係数の傾向から、ドラム

回転防止板が小さい P-4 ではドラムおよび固定翼の共回り
が生じて撹拌が不十分であったのに対し、防止板が大きい

P-9では共回りが生じず良好な撹拌がなされたと考えられる。 
また、P-6～P-8は同量の筑西粘土と岩瀬砂を使用してい
るため、全体の粒度は同様と想定される改良体であるが、

同じ 2層地盤なら羽根切回数が多い方が、また 2層地盤よ
りも事前混合土の方が、より撹拌されやすいため発現強度

が大きくなったと考えられる。 
以上の結果から対象土質によらず羽根切回数 N≧528
回では良好な撹拌混合が実施できたと考えられる。 
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図 6 プレ撹拌施工実験に使用した試料の粒度曲線 

図 7 プレ撹拌施工実験の手順 

表 1 プレ撹拌施工実験の条件と改良体の強度とばらつき 

試験名 P-1 P-4 P-9 P-6 P-7 P-8

模擬孔底堆積土 岩瀬砂
混合土
（混合）

ドラム回転防止板 大 小 大 小 大 大

羽根切回数(回/m) 132 1056 1056 1056 528 1584
平均q u (kN/m

2) 700 615 1037 1326 486 954

標準偏差(kN/m2) 1013 551 361 242 226 435
変動係数 1.449 0.832 0.348 0.183 0.465 0.456
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§６．実大撹拌施工実験

実大撹拌施工実験の概要

プレ撹拌施工実験の結果を踏まえて、より実施工に近い

条件で撹拌性能を検証するために、実際の既製杭を使っ

た実大撹拌施工実験を実施し、コア試料による改良体の一

軸圧縮試験と孔曲がり実験を実施した。本実験では予め打

設した杭径 500mm（杭周ソイル径 650mm）、杭長 30mの

既製コンクリート杭を縁切･引抜工法で引抜き、所定の体積

調整砂を投入して撹拌混合を実施した。 
実験工事に先立ち対象地盤のボーリング調査を行い、採

取したコア試料と体積調整砂を想定される体積比で混合し

た想定撹拌対象土の配合試験を実施した。その結果とプレ

施工実験の結果を踏まえ、qu≧200kN/m2を改良体の目標

強度として固化材添加量：ΔMC、水/固化材比：W/C は表

2のように設定した。 
実大撹拌施工実験では体積調整砂の投入量を統一する

ためΔVSL=200ℓ/m3 は一定とし、そのため W/C はΔMC
に応じて変更した。また、RP-2 については下層部分と上層
部分で固化材添加量を変更したが、これは撹拌されて流動

化した未固結の改良土が沈降して硬化する際に、下層部

分の改良体は構成する土粒子の平均粒径が大きくなり、加

えて圧密効果で密度が増大するため発現強度が大きくなる

と予測したためである。改良体全体に加える固化材量は

RP-1と同一で掘進および反転速度で固化材添加量を調整
したため、下層部分は固化材添加量と羽根切回数が上層

部分の半分としている。 

改良体の強度特性

図8は各改良体を築造後、約1ヶ月の養生期間を置いて
採取したコア試料による一軸圧縮強さの深度分布を示した

もので、図中の数字は上層あるいは下層部分の平均一軸

圧縮強さを示している。この図から各改良体とも予測に反し

て改良体下層部分の強度が上層部分よりも小さいことが分

かる。いずれも下層部の供試体の方が湿潤密度は大きく、

含水比は低かったことから、強度が低いのは固化材添加量

が想定より少なかったためと考えられる。その原因として固

化材スラリー密度が孔内の泥水密度よりも小さく、撹拌混合

時に泥水中を浮上して孔口から溢れた泥水と共に流失した

ためと考えられる。 

実大撹拌施工実験での孔曲がり実験

コア試料採取後の各改良体について実施した孔曲がり試

験手順の概要を図 9 に、掘削孔の平面図と傾斜値の算出
方法を図10に示す。図に示すように、各改良体についてラ
ップ部分が大きい掘削孔A と小さい掘削孔Bの 2種類の 

 

 

 

掘削孔を深度-35mまでスパイラルオーガで削孔した。なお、
削孔にあたっては通常の施工時と同様、適宜反復による修

正掘削を実施した。その後、孔内に浮遊している粗い土粒

子を沈降させ、超音波測量にて改良体側孔壁とその反対

側孔壁の位置を連続的に計測した。それらのデータを基に

深度 5mごとに掘削孔の中心位置を推定し、掘削孔の傾斜

値を算定した。 
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水/固化材比 (%) 235 235 235 168
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羽根切回数 (回/m) 528 528 268 528
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表 2 実大撹拌施工実験の条件 

図 8 改良体の一軸圧縮強さの深度分布 

図 9 孔曲がり実験の手順 

−35−



フジタ技術研究報告 第 号 

－ －

実験の結果を表 3 に示す。表中の傾斜値は改良体方向
に傾斜している場合を正としており、何らかの理由で掘削孔

の中心が算定できなかった場合は空欄となっている。RP-3
では全ての深度で一般的な杭工事（既製コンクリート杭、場

所打ち杭等）の許容値である傾斜値：1/100以下を満足した
が、RP-1 と RP-2では表中のグレーのハッチングの箇所で、
いずれも改良体方向への孔曲がりが生じていることがわか

る。原因として、この 2 本の改良体は下層部の強度が特に
低かったため、改良体方向へオーガ先端が引き込まれたた

めと推察できる。 
 

§７．おわりに
 
筆者らは、建物撤去後の地中に存置された既存杭と干渉

する位置に打設する新設杭をスムーズに施工するために、

既存杭撤去孔を均質な改良土で埋戻す工法を開発した。

また、新たに開発した撹拌装置の性能を検証するために実

施した模擬孔底堆積土を使用したプレ撹拌施工実験と実

際の既製杭を使用した実大撹拌施工実験の結果から、以

下の事が明らかになった。 
① 羽根切回数が 528 回/m 以上であれば対象土によらず

均質な改良体が築造出来ること。 
② 実大撹拌施工実験による改良体にラップさせて削孔し
た掘削孔の孔曲がり実験の結果から、改良体の平均一

軸圧縮強さが qu≧135kN/m2 であれば深さ 30.5m ま

では通常の品質管理基準値を満足する傾斜値で掘削

可能であること。 
③ 改良体を多段階に分けて築造する場合、固化材スラリ
ー密度が小さいと改良体下層部の強度発現が小さくな

ること。 
また本工法を適用する工事ではその性質上、事前に配合

試験を実施して固化材添加量を決定する従来の地盤改良

工法の手法を取ることは極めて困難であるため、工事の迅

速化および簡略化を優先して、固化材の添加量を一定とし

て実施することを前提としている。そのため、全国 ヶ所の

杭打設現場から採取した孔底堆積土を使用した室内試験

の結果から、固化材添加量：ΔMC=150kg/m3、水/固化材
比：W/C=100%であれば 202kN/m2≦qu≦1,326kN/m2を

確保できることが分かっている。なお、本工法は「FUNC-
RES 工法（杭引抜き孔の再生改良工法）」として（一財）日

本建築総合試験所において 2020年 4 月に建築技術性能
証明を取得しており、本工法および撹拌装置については特

許を出願中である。
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北島 明 

既存杭撤去孔に関するトラブ

ルは以前から指摘されています

が埋戻しに関する具体的な基準

はありません。本工法が有効な

対策工として実績を積み、新たな

管理基準策定の一助となれば幸

甚です。 

 

 

 

掘削孔A 掘削孔B 掘削孔A 掘削孔B 掘削孔A 掘削孔B
-5m 1/63 1/84 1/172 1/52 1/185 1/1000
-10m 1/63 - 1/144 1/144 1/263 1/350
-15m 1/60 - - 1/3000 1/209 1/263
-20m - 1/145 - 1/148 - -
-25m 1/139 1/543 1/568 1/91 - -
-30m 1/218 - 1/348 - 1/384 1/349
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図 10 掘削孔の平面図と傾斜値の算出方法 

 
表 3 各改良体についての孔曲がり実験結果 
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焼却主灰の細骨材利用に関する基礎的研究

藤沼 智洋 藤倉 裕介

概 要

一般廃棄物の焼却後に発生する焼却灰の有効利用が望まれており、溶融スラグおよびセメント原料化等が再利用の一形態と

なっているが、筆者らは、焼却灰の中でも大きな径を有する焼却主灰の建設資材への有効利用を目標としている。一方、焼却

主灰を建設資材に利用する際に、重金属類の不溶化処理を図る必要がある。そこで、本研究では炭酸化による不溶化処理を

施した焼却主灰を細骨材の代替材として混入させたモルタルを試験体として、重金属類の溶出、フレッシュ性状、力学的性状、

微細構造の 項目について基礎的な試験を実施した。

試験結果から、焼却主灰の混入によって、圧縮強度の低下および粗大な微細構造が形成されていることなどが確認された。

また、未処理の焼却主灰に比べて、炭酸化処理させた焼却主灰を混入させると、相対的に圧縮強度が高くなることが確認され、

炭酸化処理による力学的性状へのメリットの可能性が見出せた。

Basic study on utilization of fine aggregate of incinerated bottom ash

Abstract 

Effective use of incineration ash derived from general waste is desired, and we are aiming for effective use 
of incineration bottom ash, which has a large diameter, as a construction material. 

Generally, when incineration bottom ash is used as a construction material, it is necessary to insolubilize 
heavy metals. Therefore, in this study, we made a mortar in which incinerated bottom ash that had been 
insolubilized by carbonation was mixed as a substitute for fine aggregate, and conducted basic experiments 
on elution of heavy metals, fresh properties, mechanical properties, and microstructure. 

From the test results, it was confirmed that the compression strength was reduced, and a coarse fine 
structure was formed due to the mixing of incinerated bottom ash. 

In addition, it was confirmed that the compression strength was relatively high when carbonated 
incinerated bottom ash was mixed as compared with untreated incinerated bottom ash, which could be 
beneficial to the mechanical properties through carbonation treatment. 

 

キーワード： 焼却主灰、炭酸化処理、

モルタル、圧縮強度、微細構造
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